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10
月
18
日
か
ら
29
日
ま
で
の
12
日
間
、

愛
知
県
名
古
屋
市
の
名
古
屋
国
際
会
議
場

で
、
生
物
多
様
性
条
約
第
10
回
締
約
国
会

議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
）が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　

２
０
１
０
年
は
、
国
連
総
会
の
決
議
に

基
づ
く
国
際
生
物
多
様
性
年
。
ま
た
、
生

物
多
様
性
条
約
第
６
回
締
約
国
会
議（
Ｃ
Ｏ

Ｐ
６
）で
採
択
さ
れ
た
目
標「
生
物
多
様
性
の

損
失
速
度
を
顕
著
に
減
少
さ
せ
る
」の
目
標

年
に
も
な
っ
て
お
り
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
は
、
こ
れ

ま
で
の
取
組
を
評
価
し
、
今
後
の
取
組
を

決
め
る
節
目
の
会
議
。
１
９
３
の
締
約
国
、

国
際
機
関
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
等
か
ら
約
１
万
人
が

集
結
し
ま
し
た
。
本
会
議
で
は
、
生
物
多

様
性
の
保
全
と
持
続
可
能
な
利
用
を
目
指

し
、
２
０
１
０
年
以
降
の
各
国
共
通
の
行

動
目
標
を
定
め
る
新
た
な
戦
略
計
画
な
ど
、

約
30
の
議
案
に
つ
い
て
討
議
が
行
わ
れ
ま

し
た
。

　

会
議
は
、
10
月
30
日
未
明
ま
で
及
び
、

遺
伝
資
源
の
利
用
と
利
益
配
分
を
定
め
た

「
名
古
屋
議
定
書
」と
、
２
０
１
０
年
以
降
の

生
態
系
保
全
の
国
際
目
標「
新
戦
略
計
画
・

愛
知
目
標（
通
称
：
愛
知
タ
ー
ゲ
ッ
ト
）」を

採
択
し
て
閉
幕
し
ま
し
た
。

　
「
愛
知
タ
ー
ゲ
ッ
ト
」は「
生
物
多
様
性
の

損
失
を
止
め
る
た
め
に
効
果
的
か
つ
緊
急

な
行
動
を
実
施
す
る
」と
し
、
２
０
２
０
年

ま
で
に
陸
域
及
び
内
陸
水
域
の
17
％
、
沿

生物多様性条約
第10回締約国会議

岸
域
及
び
海
域
の
10
％
が
保
護
地
域
等
の

手
段
を
通
じ
て
保
全
さ
れ
る
こ
と
や
、
森

林
を
含
む
自
然
生
息
地
の
損
失
の
速
度
が

少
な
く
と
も
半
減
す
る
こ
と
等
の
目
標
が

盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。
今
後
、
各
締
結
国

は
自
国
の
実
情
に
応
じ
、
こ
の
目
標
の
実

現
に
向
け
た
取
組
を
行
っ
て
い
く
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

生
物
多
様
性
の
保
全
に
と
っ
て
、
多
数

の
生
物
が
生
存
す
る
森
林
の
適
切
な
保
全

が
重
要
な
位
置
を
占
め
ま
す
。
こ
の
よ
う

な
観
点
か
ら
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
期
間
中
の
サ
イ

ド
イ
ベ
ン
ト
と
し
て「
森
林
で
生
物
多
様
性

を
守
る
〜
日
本
か
ら
世
界
へ
〜
」が
開
催
さ

れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
開
催
期
間
に
併
せ
て
、

気
候
変
動
対
策
の
主
要
な
論
点
に
な
っ
て

い
る
途
上
国
の
森
林
減
少
・
劣
化
に
由
来

す
る
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
の
削
減
等（
Ｒ

Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
）の
取
組
を
早
急
に
進
展
さ
せ
る

た
め
に
構
築
さ
れ
た「
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
」の
下
で「
森
林
保
全
と
気
候
変

動
に
関
す
る
閣
僚
級
会
合
」が
行
わ
れ
ま
し

た
。

写真提供：日本政府COP10
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生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）集特

　

10
月
18
日
、
名
古
屋
国
際
会
議
場
白
鳥
ホ
ー
ル
で
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ

10
の
サ
イ
ド
イ
ベ
ン
ト「
森
林
で
生
物
多
様
性
を
守
る
～
日
本
か

ら
世
界
へ
～
」が
、
農
林
水
産
省
、
独
立
行
政
法
人
森
林
総
合
研

究
所
の
主
催
に
よ
り
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

森
林
で
生
物
多
様
性
を
守
る

生
物
多
様
性
の
保
全
と

調
和
し
た
森
林
の
利
用

　

森
林
に
は
多
数
の
生
物
が
生
存
し
、
生
物

多
様
性
に
と
っ
て
重
要
な
生
態
系
で
す
。
日

本
は
国
土
の
67
％
が
森
林
で
あ
り
、
そ
の
豊

か
な
自
然
や
恵
み
を
享
受
し
て
き
ま
し
た
。

　

日
本
は
、
１
９
９
３
年
５
月
に
生
物
多
様

性
条
約
を
締
結
し
て
以
降
、
生
物
多
様
性
の

保
全
と
調
和
し
た
持
続
可
能
な
森
林
の
利
用

を
目
指
し
て
、
様
々
な
取
組
を
行
っ
て
き
て
い

ま
す
。
こ
の
経
験
に
基
づ
き
、
本
サ
イ
ド
イ

ベ
ン
ト
で
は
、
日
本
を
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
と
し

て
、
森
林
の
生
物
多
様
性
の
現
状
と
保
全
の

取
組
に
つ
い
て
報
告
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

森
林
総
合
研
究
所
の
趣
旨
説
明
に
続
い
て
、

田
名
部
匡
代
農
林
水
産
大
臣
政
務
官
が
開
会

の
辞
を
述
べ
、
日
本
人
が
古
来
か
ら
も
つ
森

林
と
人
と
の
関
わ
り
な
ど
に
触
れ
、
今
回
の

会
合
が
参
加
各
国
間
の
交
流
と
生
物
多
様
性

の
保
全
が
一
層
推
進
さ
れ
る
こ
と
を
願
う
と
あ

い
さ
つ
し
ま
し
た
。

日
本
の
森
林
に
お
け
る

生
物
多
様
性
の
現
況

　

講
演
で
は
、
古
久
保
英
嗣
林
野
庁
国
有
林

野
部
長
が
、
国
有
林
野
の
生
物
多
様
性
保
全

方
策
に
つ
い
て
報
告
し
ま
し
た
。
日
本
の
森

林
面
積
の
30
％
を
占
め
、
森
林
保
全
に
と
っ

2
パート2

part

熱心に報告を聞く参加者

開会の辞を述べる
田名部匡代農林水
産大臣政務官

～
日
本
か
ら
世
界
へ
～

サ
イ
ド
イ
ベ
ン
ト

Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
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林野庁の取組を紹介するブースを多くの参加者が訪れました

て
重
要
な
位
置
に
あ
る
国
有
林
野
で
は
、
林

野
庁
が
取
り
ま
と
め
た「
森
林
に
お
け
る
生
物

多
様
性
の
保
全
及
び
持
続
可
能
な
利
用
の
推

進
方
策
」に
基
づ
き
、
様
々
な
取
組
が
実
行
さ

れ
て
い
ま
す
。
原
生
林
や
野
生
動
物
の
生
息

地
と
な
る
国
有
林
を「
保
護
林
」に
設
定
し
て
い

る
こ
と
に
加
え
、
地
域
に
分
散
す
る
保
護
林

を
連
結
し
、
野
生
動
植
物
の
移
動
経
路
を
確

保
す
る「
緑
の
回
廊
」を
設
定
し
、
適
切
な
保

全
・
管
理
を
推
進
し
て
い
る
こ
と
な
ど
が
報

告
さ
れ
ま
し
た
。

　

続
い
て
、
財
団
法
人
日
本
自
然
保
護
協
会

の
横
山
隆
一
常
勤
理
事
が
、
生
物
多
様
性
管

理
モ
デ
ル
事
業「
赤
谷
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」に
つ
い

て
報
告
を
行
い
ま
し
た
。
同
事
業
で
は
、
約

１
万
ヘ
ク
タ
ー
ル
の
森
林
を
地
域
住
民
で
構

成
す
る
赤
谷
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
地
域
協
議
会
、

林
野
庁
関
東
森
林
管
理
局
、
日
本
自
然
保
護

協
会
の
協
定
に
基
づ
く
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

に
よ
り
、
地
域
に
お
け
る
森
林
の
生
物
多
様

性
保
全
に
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
が
述
べ
ら

れ
ま
し
た
。

　

独
立
行
政
法
人
森
林
総
合
研
究
所
昆
虫
領

域
チ
ー
ム
の
岡
部
貴
美
子
チ
ー
ム
長
は
、
過

去
か
ら
現
在
ま
で
の
日
本
の
森
林
の
生
物
多

様
性
の
変
化
と
、
将
来
の
展
望
に
つ
い
て
報

告
し
ま
し
た
。
日
本
の
森
林
で
は
、
若
齢
林

を
好
む
鳥
の
分
布
が
縮
小
し
、
耕
作
放
棄
地

等
を
生
息
地
と
す
る
中
大
型
ほ
乳
類
の
分
布

が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
や
、
鳥
獣
害
の
増
加

な
ど
が
示
さ
れ
、
森
林
の
生
物
多
様
性
の
変

化
が
人
間
の
生
活
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と

や
、
持
続
的
な
森
林
管
理
手
法
の
必
要
性
な

ど
が
明
ら
か
に
さ
れ
ま
し
た
。

海
外
か
ら
の
ゲ
ス
ト
が
講
演

　

カ
ナ
ダ
森
林
局
の
イ
ア
ン
・
Ｄ
・
ト
ン
プ
ソ

ン
研
究
員
は
、
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
等
の
委
員
を
つ
と
め

生
物
多
様
性
事
務
局
に
も
関
わ
っ
て
い
る
動

物
学
者
で
、
森
林
の
生
物
多
様
性
の
世
界
的

現
況
及
び
各
国
の
保
全
の
状
況
に
つ
い
て
の

報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
１
９
９
２
年
か
ら
国
際
熱
帯
木
材

機
関（
Ｉ
Ｔ
Ｔ
Ｏ
）に
勤
務
し
、
熱
帯
で
30
以
上

の
森
林
の
持
続
可
能
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

監
視
に
携
わ
っ
て
い
る
ジ
ョ
ン
・
Ｊ
・
リ
ー
保

全
官
は
、
日
本
の
資
金
提
供
に
よ
る
国
際
機

関
の
生
物
多
様
性
保
全
へ
の
取
組
状
況
に
つ

い
て
、
報
告
を
行
い
ま
し
た
。

海外からのゲストも講演
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生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）集特
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森
林
保
全
と

気
候
変
動
に
関
す
る
閣
僚
級
会
合

　

Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
開
催
中
の
10
月
26
日
、
同
じ
国

際
会
議
場
で
、「
森
林
保
全
と
気
候
変
動
に
関

す
る
閣
僚
級
会
合
」が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
本

会
合
は
、
今
年
５
月
の
気
候
と
森
林
に
関
す

る
オ
ス
ロ
閣
僚
級
会
合
に
お
い
て
、
有
志
国

の
合
意
に
よ
り
構
築
さ
れ
た「
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋

（
レ
ッ
ド
プ
ラ
ス
：
途
上
国
の
森
林
減
少
・
劣

化
対
策
等
）パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
」の
も
と
で
実

現
さ
れ
た
も
の
で
す
。

　

日
本
の
前
原
外
務
大
臣
と
パ
プ
ア
ニ
ュ
ー

ギ
ニ
ア
の
ア
バ
ル
外
務
貿
易
移
民
大
臣
と

が
共
同
議
長
を
務
め
、
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
に
参
加
す
る
62
か
国
の
閣
僚
及

び
代
表
団
長
の
ほ
か
、
国
際
機
関
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
、

市
民
社
会
の
代
表
も
出
席
し
ま
し
た
。

　

会
合
で
は
、
途
上
国
の
森
林
減
少
・
劣
化

対
策
へ
の
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

の
取
組
の
方
向
性
に
つ
い
て
議
論
が
行
わ
れ
、

議
論
の
結
果
が
共
同
議
長
サ
マ
リ
ー
と
し
て

発
表
さ
れ
る
と
と
も
に
、
２
０
１
１
年
か
ら

２
０
１
２
年
に
お
け
る
活
動
の
ビ
ジ
ョ
ン
と
な

る
作
業
計
画
の
大
枠
が
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

「赤谷プロジェクト」について報告する日本自然保護協会の
横山隆一理事
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「森林保全と気候変動に関する閣僚級会合」
共同議長サマリーの概要

生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）集特

（
1
）Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
役
割
の
重
要
性

　

2
0
0
9
年
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
15
、
2
0
1
0
年
３
月
の
パ
リ
閣
僚
会
合

を
経
て
、
５
月
の
オ
ス
ロ
会
合
に
お
い
て「
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
」活
動
資
金
に
関
す
る
国
際
的
な
連
携
・
協
力
の
枠
組
と
し

て
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
重
要
性
を
再
認
識
。

（
2
）Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
へ
の
幅
広
い
参
加

　

参
加
国
が
設
立
当
初
よ
り
拡
大（
57
カ
国
か
ら
69
カ
国
）し
て
い
る

こ
と
を
歓
迎
。
ま
た
、
国
際
機
関
や
地
域
機
関
の
代
表
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
、

市
民
社
会
等
の
利
害
関
係
者
も
プ
ロ
セ
ス
に
関
与
。
今
後
も
利
害

関
係
者
が
包
括
的
に
参
加
す
る
こ
と
を
再
確
認
。

（
3
）Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
成
果
の
確
認

　

2
0
1
0
年
の
作
業
計
画
の
も
と
で
、
①
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
作

成
、
②
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
立
ち
上
げ
、
③
資
金
の
不
足
と
重
複
に
つ

い
て
の
初
期
的
な
分
析
の
作
成
等
の
実
績
を
確
認
。

（
4
）Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
今
後
の
方
向
性

　

Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
文
書
の
付
表
Ⅱ
及
び
現
在
の
作

業
計
画
に
列
挙
さ
れ
た
実
施
措
置
を
継
続
し
つ
つ
、
本
サ
マ
リ
ー

の
付
属
書
Ⅰ（「
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
2
0
1
1
ー

2
0
1
2
年
作
業
計
画
の
枠
組
み
」）に
記
載
さ
れ
た
追
加
的
な
措
置

（
①
準
備
活
動
の
促
進
、
②
実
証
活
動
の
促
進
、
③
結
果
に
基
づ
く

活
動
の
推
進
、
④
資
金
及
び
活
動
の
拡
大
の
促
進
、
⑤
透
明
性
の

推
進
）を
実
施
す
る
た
め
、
２
０
１
２
年
ま
で
の
包
括
的
な
作
業
計

画
を
策
定
。

（
5
）Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
と
Ｃ
Ｏ
Ｐ
16
の
成
功

　

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
活
動
及
び
資
金
の
連
携
の
向
上
が
、
国
連
交

渉
の
下
で
の
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
設
立
の
強
力
な
原
動
力
に

な
る
こ
と
を
認
識
。

　

2
0
1
0
年
末
に
行
な
わ
れ
る
Ｃ
Ｏ
Ｐ
16
に
お
い
て
、
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ

＋
に
関
す
る
決
定
を
含
む
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
成
果
を
達
成
す
る
と

の
強
い
意
図
を
表
明
。

　

現
在
、
世
界
の
森
林
面
積
は
40
億
ヘ
ク

タ
ー
ル
あ
り
ま
す
が
、
こ
の
う
ち
１
年
間
に

１
２
９
０
万
ヘ
ク
タ
ー
ル
ず
つ
が
失
わ
れ
て
い
ま

す（
２
０
０
０
年
か
ら
２
０
０
５
年
）。
植
林
等
に

よ
る
増
加
分
を
差
し
引
い
て
も
、
毎
年
７
３
０
万

ヘ
ク
タ
ー
ル
が
純
減
し
て
お
り
、
こ
の
こ
と
が
温

室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
増
加
に
大
き
な
影
響
を
与

え
て
い
ま
す
。

　

森
林
減
少
の
主
な
原
因
は
、
焼
畑
、
森
林
火

災
、
農
地
開
発
、
違
法
伐
採
な
ど
で
あ
り
、
国
別

で
は
ブ
ラ
ジ
ル
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
地
域
別
で
は

中
南
米
、
ア
フ
リ
カ
で
著
し
く
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
世
界
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
約
２

割
が
、
途
上
国
に
お
け
る
森
林
減
少
等
に
由
来
す

る
と
さ
れ
、
途
上
国
の
森
林
減
少
・
劣
化
対
策
等

の
枠
組
み
は
、
２
０
０
７
年
の
気
候
変
動
枠
組
条

約
第
13
回
締
約
国
会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
13
）で
検
討
が
開

始
さ
れ
ま
し
た
。
２
０
０
９
年
の
同
第
15
回
締
約

国
会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
15
）で
、
作
成
さ
れ
た「
コ
ペ
ン

ハ
ー
ゲ
ン
合
意
」で
は
、
森
林
減
少
・
劣
化
に
由

来
す
る
排
出
量
削
減
の
重
要
性
や
、
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋

に
関
す
る
制
度
の
早
期
創
設
等
が
盛
り
込
ま
れ
、

多
く
の
国
が
こ
れ
を
支
持
し
ま
し
た
。

　

Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
の
基
本
的
な
考
え
方
は
、
森
林
減

少
等
の
抑
制
を
行
っ
た
途
上
国
に
は
、
削
減
さ
れ

た
排
出
量
に
応
じ
て
資
金
や
ク
レ
ジ
ッ
ト
に
よ
る

経
済
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
る
と
い
う
も
の

で
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
途
上
国
に
お
け
る
違
法
伐

採
対
策
を
含
め
た
持
続
可
能
な
森
林
経
営
の
推

進
が
促
さ
れ
、
そ
の
た
め
の
資
金
や
技
術
協
力

に
お
い
て
日
本
の
果
た
す
役
割
が
期
待
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

パ
ー
ト
ナ
ー
国
は
２
０
１
１

年
及
び
２
０
１
２
年
に
お
け
る

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
将
来
の

ビ
ジ
ョ
ン
、
す
な
わ
ち
、
能
力

の
向
上
、
技
術
の
開
発
及
び
知

識
の
移
転
を
促
進
す
る
こ
と
等

を
通
じ
て
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
の
活
動

及
び
資
金
の
効
果
的
な
拡
大
と

い
う
主
要
目
的
を
達
成
す
る
と

の
ビ
ジ
ョ
ン
を
共
有
。
こ
の
関

連
で
、
パ
ー
ト
ナ
ー
国
は
、
促

進
す
べ
き
活
動
と
し
て
、
準
備

活
動
、
実
証
活
動
及
び
結
果

に
基
づ
く
活
動
の
３
つ
の
活
動

を
認
識
。
経
験
、
教
訓
及
び

ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
の
共
有

は
、
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｄ
＋
の
実
施
及
び

支
援
に
お
け
る
一
層
効
果
的
な

実
践
を
確
立
す
る
上
で
核
心
。

ま
た
、
資
金
の
流
れ
及
び
活
動

の
透
明
性
も
、
有
効
性
及
び

連
携
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
重

要
。
そ
し
て
、
市
民
社
会
、
先

住
民
及
び
地
域
共
同
体
の
完
全

か
つ
実
効
的
な
参
加
の
確
保
が

重
要
。

ＲＥＤＤ＋パートナーシップの
２０１１〜２０１２年作業計画の枠組み（抜粋）
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